
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 0 0

要求額 800 0

決定額 800 0

健康福祉部　子ども・女性局　子育て支援課　少子化対策係 電話番号：058-272-1111(内3533)

E-mail：c11236@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　少子化の背景にある「非婚化・晩婚化」の要因として、若い世代がこれから迎える結婚
や育児などを含む自身の将来像を描けていないことが挙げられ、その背景には乳幼児との
ふれあい不足や身近なロールモデルがいないこと、さらに結婚や育児等への不安感があ
る。
　こうした現状に対し、若い世代のライフデザイン形成支援、とりわけ乳幼児とのふれあ
い体験や子育て家庭における育児体験など、直接的な関わりを通じた具体的なイメージづ
くりを支援する必要がある。

1,200

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

0

400

400

　若い世代に乳幼児の子育て中家庭を訪問してもらい、直接的な子育て体験や保護者から
の体験談の聞取り等（＝「家庭留学」）により、結婚や子育てに対する前向きな意欲の醸
成や不安意識の解消を図る。

　【対象】大学生及び若手社会人（18歳～25歳）
　　　　　※なお、独身のみならず当該年代の既婚者もプレママ・パパとして対象化
　【手法】「家庭留学」事業のノウハウを持つ民間事業者に委託
　　　　　　・事業の広報、参加者（若者、子育て家庭）の募集
　　　　　　・参加者マッチング、日程調整、事前研修
　　　　　　・受入れ時のサポート（保険加入）
　　　　　　・参加者（若者）に対する効果測定
　　　　　　※「家庭留学」は対面（１５件）、オンライン（５件）の併用実施
　　　　　　（県庁内保育所でのグループ実施も想定）
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予 算 要 求 資 料

千円)

1,200

区  分

手数料

0 0 0

事業費

0

寄附金

0

令和６年度当初予算 支出科目 款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名 【新】子育て体験による若者のライフデザイン形成支援事業費

(前年度予算額： 01,200１ 事 業 費



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

　県下全域を対象に実施するものであるため、県が事業主体として妥当である。

　国の「地域少子化対策重点推進交付金」を活用
　（令和６年度は、国補助率２／３の見込み）

　無
【類似事業】「子育て体験活動活性化促進補助金」（子育て支援課）
　・中高生を対象に乳幼児とのふれあい体験を実施する市町村や団体の運営経費を補助

1,200

事業内容の詳細

県内大学、事業者への広報に係る旅費、先進団体事例の視察等

本事業にノウハウを有する団体への業務委託料

事業内容

旅費

委託料

３ 事業費の積算 内訳

合計

金額

200

1,000

（３）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

【国】若者らが子育て中家庭で育児体験する自治体の事業について令和６年度から財政支
援を強化する方針（R5.8.12報道）
　　・こども家庭庁所管の「地域少子化対策重点推進交付金」による補助率を引上げ（1/2
→2/3）
【他県等】若い世代に結婚や子育てを体験、あるいは体験談の聞取り等をしてもらう事業
はライフデザイン形成支援事業の一環として複数あり
　　・京都府「仕事と育児の両立体験プログラム」※2017年度～
　　・東京都「ライフデザイン構築支援」※2019、20、22年度
　　・埼玉県「若い世代のライフデザイン構築支援事業」※2018年度のみ

（２）国・他県の状況

　第４次　岐阜県少子化対策基本計画
　Ⅰ　子育てを社会全体で支える意識を高めるための環境づくり
　Ⅱ　若者の結婚の希望がかなえられる環境づくり



（県単独補助金除く）

■

□

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R4年度
(R ) 実績

0

0

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
４
年
度

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

（これまでの取組内容と成果）

令
和
２
年
度 指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
３
年
度 指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

①家庭留学実施件
数
（対面・オンライ
ン） 20 100

指標名
R5年度 R6年度 終期目標

②効果測定時の意
識変化
（家庭留学後に結
婚・育児への不安
が解消したと回答
した参加者の割
合）

30% 50%

目標 目標 (R ) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　若い世代が直接的な子育て体験や保護者からの体験談の聞取り等（＝「家庭留
学」）を通じ、結婚や子育てに対する前向きな意欲を醸成でき、不安意識を解消でき
るようにする。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課
組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

対象を大学生及び若手社会人（18歳～25歳）としており、結婚や出産につなげるため
には複数年の実施と継続的な効果検証が必要

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　

　

（今後の課題）

参加者（若者、子育て家庭）の確保

（次年度の方向性）
・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか

(評価) 　

　

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　

　

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない


